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1.　はじめに
半世紀以上前に発足したヨーロッパ石炭鉄鋼共同体（ECSC）はその後，現在のヨーロッ
パ連合に至るまで統合を深化させ拡大させてきた。ヨーロッパに広域経済圏を創出しよう
とする取り組みは，ECSCより前にも長い歴史をもつと言われている。この点については，
すでに多様な事例が明らかにされてきた。戦間期にオーストリアのクーデンホーフ =カ
レルギーやドイツのヴィルヘルム・ハイレ（Wilhelm Heile）が展開したヨーロッパ統合運
動は，その著名な事例であろう（1）。その他に，ヨーロッパにおける広域経済圏の形態の一
つとして考えられるものにMitteleuropa（中欧構想）がある（2）。
ヨーロッパの広域経済圏の歴史を研究する上で，世紀転換期はこれまでそれほど注目さ
れてきたわけではない。この時期には，広域経済圏の創出を目指して組織的かつ国際的に
活動していた団体が少なかったと見られていたこともその理由であろう。ただし，若干の
研究は，1904年設立の「中欧経済協会（Der Mitteleuropäische Wirtschasverein）」の活動と，
（1）　近年の研究としては，北村厚『ヴァイマル共和国のヨーロッパ統合構想─中欧から拡大する道─』
ミネルヴァ書房，2014年がある。
（2）　中欧構想については，例えばドイツのナショナリズムの観点から分析した研究として，板橋拓己
『中欧の模索 : ドイツ・ナショナリズムの一系譜』創文社，2010年がある。
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この団体を主導した経済学者ユリウス・ヴォルフ（Julius Wolf）の思想に着目している（3）。
これまでの研究においては，「中欧経済協会」（以下「協会」）の活動の目的および内容が
検討され，この団体が広域経済圏の創出を目的として活動していたことがヴォルフの著作
の分析を通じて明らかにされてきた（4）。さらに，ヴォルフがアメリカ合衆国の工業をヨー
ロッパ諸国にとっての脅威とみなし，これに対抗するためにヨーロッパ諸国の経済協力を
提案した点が，この計画を特徴づける側面として指摘されてきた。
他方，「協会」設立がどのような背景から提唱されたのかという問題は，当時ドイツの
社会政策学会が関税引き上げ問題をめぐって「農業国か工業国か」の論争を展開していた
という社会状況から理解されてきた。確かにヴォルフの著作内容を検討する限り，「農業
国か工業国か」の論争が深く関係していたように見える。しかし，ヴォルフがアメリカへ
の対抗を軸とするヨーロッパ諸国の経済圏を着想するに至った過程については，「農業国
か工業国か」の論争のみならず，当時の対アメリカ通商の思想をふまえて解明する必要が
あるように思われる。この点を考える上で，キーゼヴェッターが示唆しているように（5），
ドイツの経済学者アウグスト・ザルトリウス・フォン・ヴァルタースハウゼン（August 
Sartorius von Waltershausen）の構想は興味深い。
本稿では，ヴァルタースハウゼンが世紀転換期に提案した構想を分析することを通じて，
ヴォルフの構想の思想的背景を明らかにする。ヴァルタースハウゼンは 1898年出版の小
冊子『ドイツとアメリカ合衆国の通商政策』において，アメリカの通商政策がドイツ経済
に及ぼす影響を検討し，通商政策に関するヨーロッパ諸国の連合構想を提案した（6）。本稿
では，ヴァルタースハウゼンの経歴および構想の内容を検討し，ヴォルフの構想との比較
を通じて，両者の思想的つながりや相違を明らかにしたい。この比較検討においては，両
者がアメリカの経済発展と通商政策をどのように理解していたのかに注目したい。
第 2節では，ヴァルタースハウゼンの経歴をたどりつつ，彼の思想的立場や社会的地位
（3）　「中欧経済協会」を取り扱った研究としては，例えば，Ursula Ferdinand, ‘Zu Leben und Werkdes 
Ökonomen Julius Wolf（1862-1937）, Eine biographische Skizze’, in : Rainer Mackensen, Jürgen Reulecke
（Hrsg.）, Das Konstrukt “Bevölkerung” vor, in und nach dem “Dritten Reich”, Wiesbaden, 2005 や，Hubert 
Kiesewetter, Julius Wolf 1862-1937-zwischen Judentum und Nationalsozialismus-, Stuttgart, 2008や，Hiroshi 
Fujise, ‘Der Mitteleuropäische Wirtschasverein in Deutschland 1904-1918. Ein Versuch der wirtschalichen 
Integration von Europa’, in : Günther Schulz （Hrsg.）, Von der Landwirtscha zur Industrie. Wirtschalicher 
und gesellschalicher Wandel im 19. und 20. Jahrhundert. Festschri für Friedrich-Wilhelm Henning zum 65. 
Geburtstag, Paderborn, 1996や，藤瀬浩司「ユリウス・ヴォルフと中欧経済協会 1904-1918」『経済科学』
第 44巻 3号，1996年や，同「中欧経済協会の設立」『経済科学』第 36巻 4号，1989年がある。
（4）　この分析対象として取り上げられるのは，Julius Wolf, ‘Volkswirtscha und Weltwirtscha’, in : Das 
Deutsche Reich und der Weltmarkt, Jena, 1901である。
（5）　Kiesewetter, Julius Wolf, S. 313.
（6）　August Sartorius von Waltershausen, Deutschland und Handelspolitik der Vereinigten Staaten von Amerika, 
Berlin, 1898.
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を検討する。第 3節では，『ドイツとアメリカ合衆国の通商政策』を分析し，ヴァルター
スハウゼンの構想の内容を検討する。第 4節では，ヴォルフの構想の内容を検討する。第
5節では，両者の思想関係を検討することで結びとしたい。
2.　ヴァルタースハウゼンの経歴（7）
本節はアウグスト・ザルトリウス・フォン・ヴァルタースハウゼンの経歴をたどる。ま
ず初めに，家系的なバックグラウンドを探っていきたい。ザルトリウス家はいわゆるドイ
ツの教養市民層であり，その一族からは学者，官僚，著述家，牧師などが多く出た。アウ
グストの祖父ゲオルグ（1765年生-1828年没）はゲッティンゲン大学において経済や歴史
を長く研究し，アダム・スミスの『諸国民の富』の翻訳を通じてドイツ地域におけるスミ
スの思想の普及に貢献した人物であった。ただし，リンデン（Linden）とツィーレン（Zie-
ren）によると，ゲオルグは古典派経済学の信奉者であったものの，「独創性ある思想家で
はなかった」という。ゲオルグは学者，評論家，宮中顧問官といった多彩な役割をこなす
とともに，ゲーテをはじめとする文化知識人層と広く交わった。ザルトリウス家は，1827
年にバイエルン北部にあるザール川付近のヴァルタースハウゼンの所領を購入した。これ
によって，貴族名としてフォン・ヴァルタースハウゼンを名乗る特権がバイエルン王ルー
ドヴィヒ 1世によってザルトリウス家に認められた。アウグストの父ヴォルフガング（1809
年生-1876年没）もまたアカデミズムの世界に進み，地質学や鉱物学の分野で著名な学者
となった。ヴォルフガングの専門分野は火山の噴火活動の研究であり，しばしばシチリア
のエトナ山などへ自然現象観察のために調査旅行に出かけた。ヴォルフガングもゲッティ
ンゲン大学において教授職を長く務め，その同僚には著名な数学者ガウスらがいた。
1852年 3月 23日にゲッティンゲンで生まれたアウグスト・ザルトリウス・フォン・ヴァ
ルタースハウゼン（以下ヴァルタースハウゼン）は，当時最高峰の知識人が週末のディナー
に訪れるアカデミックな家庭環境で幼少期を過ごした，という（8）。ヴァルタースハウゼン
はゲッティンゲン近郊の寄宿学校で中等教育を受け，1872-73年にはシュトラルブールに
（7）　本節では，アウグスト・ザルトリウスの経歴に関して，主としてMarcel van der Linden and Greg-
ory Zieren, ‘August Sartorius von Waltershausen （1852-1938）, German Political Economy, and American 
Labor’, in : David Montgomery and M. v. d. Linden（ed.）, August Sartorius von Waltershausen : e Workers’ 
Movement in the United States, 1879-1885, Cambridge, 1998に依拠した。
（8）　Lindenと Zierenによれば，ゲッティンゲン大学が自然科学を取り入れるなど改革に積極的であり，
教育面での評価が高かったため，ゲッティンゲン大学で学ぶために少なからぬアメリカ人が訪れて
いた。Lindenと Zierenは，ヴァルタースハウゼンをアメリカ経済社会研究に引きつけた基礎環境と
して，こうしたゲッティンゲンと「アングロ =サクソンとの強い結びつき」を指摘する。
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おいてプロテスタント系のリセで学んだ。1873年 4月にアビトゥーアを済ませた後，彼
は軍務に就き，アルザスの第五騎兵中隊に一年間配属された。1874年 10月からは再びゲッ
ティンゲンでアカデミックキャリアに復帰したものの，彼は当面のテーマであった法学の
研究には気乗りしなかったようである。1877年に短期間で書いたという 2本のラテン語
論文で博士号を取得すると，彼は経済学を新たな研究テーマに選んだ。彼は，経済学を二
人の教授の下で学んだ。一人は，イギリス古典学派の流れをくむヘルフェリヒ（Johann 
Alphons Renatus von Helferich）であり，その経済学は祖父ゲオルグと基本的に変わってい
なかった。ヴァルタースハウゼンはヘルフェリヒから，スミス，リカード，マルサスら古
典学派の基礎を徹底的に学んだ。もう一人は，ドイツ歴史学派経済学の流れをくむハンセ
ン（Georg Hanssen）であり，彼は父ヴォルフガングの同僚であった。ヴァルタースハウ
ゼンはハンセンから，経験的な経済史にもとづく研究手法を学んだ。
1870年代後半にアメリカ合衆国独立 100周年が近づいた時期に，アメリカにおいて人
口が急速に増加し工業化が急速に進展したことはドイツにおいても経済学者の注目を集め
ていた。ヴァルタースハウゼンもまた，自分の経済学研究の対象としてアメリカ経済に着
目するようになった，と思われる。リンデンらによると，ヴァルタースハウゼンが注目し
たのはとりわけ次の 2点であった。第一点目は，アメリカがイギリス帝国を凌駕する新し
い経済大国になるかもしれない，という予測であった。この予測が 1890年代に貿易など
の経済統計によって裏付けられることになった時に，アメリカはドイツを脅かす経済的な
競争相手としてヴァルタースハウゼンの目に映ることとなった。第二点目は，1870年代
以降の経済成長の陰で深刻化しつつあったドイツの労働者問題を解決する糸口がアメリカ
の労働運動の中に見出せるかもしれない，という期待であった。当時ヨーロッパの左派陣
営などにおいてアメリカの労働組合運動は世界の最先端としてみなされており，彼もまた
この見方に影響されて，アメリカに着目することになった。
1880年初めにヴァルタースハウゼンは，近代地理学の基礎を築いた一人であるフリー
ドリヒ・ラッツェル（Friedrich Ratzel）の著作や（9），ワシントンのドイツ公使シュレツァー
（Kurd von Schlözer）の協力を得て，アメリカ調査旅行を計画し始めた。そして，1880年
10月 22日に彼はニューヨークに到着し，同地におよそ 1ヵ月間滞在した。この期間，彼
は数多くの労働組合指導者に会い，アメリカ労働運動を調査した。次いで，11月 18日か
ら 12月 6日まではフィラデルフィアに滞在した。彼はここで，アメリカに新党を設立し
ようと努めていた社会民主党員に会い，アメリカの労働運動の情報を収集した。12月中
（9）　Friedrich Ratzel, Städte und Kulturbilder aus Nordamerika, 2 vols., Leipzig, 1876.
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旬以降は東海岸を南下し，綿花農場や綿製品工場を訪問して労働者の状況を観察した。
1881年 1月にはフロリダを経てキューバのハバナに渡り，現地の砂糖プランテーション
やタバコ工場を訪問して，タバコ産業の労働組合のもつ強い組織力を見出した。1月末に
メキシコに渡ったヴァルタースハウゼンはコルドバを拠点に周辺の地域を訪問したが，チ
フスの高熱に倒れて 2カ月近くの安静を余儀なくされた。5月中旬には再びアメリカに戻
り，ニューオリンズにおいて地元港湾労働者の労働環境および労働組合を調査した。5月
から 6月にかけてはアメリカ中西部の諸都市を周遊し，例えば，セントルイスでは巨大な
缶詰工場を訪問し，その印象を「巨大な近代工場がキノコのように地面から生えている」
と書き残した。アーカンソーシティ，デンバーやラスベガスを経由して，太平洋岸のロサ
ンジェルスに向かい，6月 23日にはサンフランシスコに到着した。彼はここで，大勢の
中国人労働者を目の当たりにし，現地の労働運動と労働者の排外主義運動について情報を
収集した。そこから，彼は東へ引き返し，7月 6日にシカゴに鉄道で到着した。シカゴでは，
地元新聞（10）の所有者の案内によって水道施設や家畜飼育場を訪問した。7月 13日にはミ
ルウォーキーにおいて社会主義運動の指導者と会い，生産協同組合について調査した。7
月から翌月にかけて，カナダのケベックに渡り，セントローレンス川をクルーズした後，
短期のボストン滞在を経てニューヨークに戻った。ドイツには 1881年 8月中に帰国した。
こうした一年近くのアメリカ調査旅行は後述の通り，幾つかのアメリカ労働運動研究の著
作として結実するものの，その領域を越えてヴァルタースハウゼンの思想形成に作用した
と考えられる。
1885年にヴァルタースハウゼンはチューリヒ大学の政治経済学の教授として指名を受
けた。しかし，スイスは彼にとって研究環境として望ましくなかったと思われ，ほどなく
他の大学ポストを模索することとなった。チューリヒ大学において，ヴァルタースハウゼ
ンの同期として大学教員生活を始めた人物に，当時教授資格を得たばかりのユリウス・ヴォ
ルフがいた。ヴォルフは，最良の意志と知識を備えた人物としてヴァルタースハウゼンを
敬愛していたことを，のちに書き残した（11）。スイス時代にアメリカ労働運動に関するヴァ
ルタースハウゼンの執筆作業は進展し，1886年に最初の主著『進歩的生産技術の影響下
における北アメリカの労働組合』が刊行された（12）。ヴァルタースハウゼンがアメリカ旅行
（10）　この地元紙はイリノイ州報（Illinois Staatszeitung）であった。こうした現地で収集した資料は，
後の『ドイツとアメリカの通商政策』でも参考資料として挙げられている。
（11）　Felix Meiner （Hrsg.）, Die Volkswirtschaslehre der Gegenwart in Selbstdarstellungen, Bd. 1, Leipzig, 1924, 
S. 213.
（12）　August Sartorius von Waltershausen, Die nordamerikanischen Gewerkshaen unter dem Einuss der fortsch-
reitenden Productionstechnik, Berlin, 1886.
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を通じて得られた労働組合の実態を論じた同書は労働運動の政治的側面を捨象していたも
のの，同じくスイス時代に着手した二作目はアメリカの社会主義運動に焦点を当てていた。
これは 1890年に刊行されることとなった（13）。1888年に，彼はシュトラスブール大学から
招聘を受けた。同大学は 1872年の創立以来，若く有望な学者を採用する伝統を持ってい
たが，36歳での招聘は極めて異例であった，という（14）。彼は，ルヨ・ブレンターノの後任
としてシュトラスブールの労働者研究を継承することも期待されていた。
ヴァルタースハウゼンは 1894年に，アメリカ合衆国の労働者問題に関する三作目の著
作を刊行した（15）。これ以降，ヴァルタースハウゼンのアメリカ研究のテーマは，労働者問
題から貿易の問題に移った。1890年代中葉以降に，ヴァルタースハウゼンはドイツ帝国
の国益の観点から通商の問題を論じるようになった。リンデンとツィーレンは，ヴァルター
スハウデンの関心の変化に対する時代背景として，アメリカ大統領マッキンリーによる高
率関税法が 1890年に成立したことと，ドイツ首相カプリヴィが 1891年以降にオーストリ
ア =ハンガリーやイタリアなど中欧諸国と通商条約を締結することによってドイツ中心
の中欧通商条約体制を構築するのに成功したことを指摘している。こうした時期に刊行さ
れた著作の一つが，1898年の『ドイツとアメリカ合衆国の通商政策』であった（16）。彼は同
書においてヨーロッパ諸国の通商政策上の連合を提唱したが，それ以降も「ドイツ-オラ
ンダ関税同盟」や「中欧経済連邦の評価に関する報告」を学術誌「Zeitschri für Socialwis-
senscha」で発表した（17）。同誌は，1897年にヴロツワフ大学に国家学教授として赴任して
いたヴォルフが，1898年に創刊した学術誌であった。同誌を通じて，ヴァルタースハウ
ゼンとヴォルフはヨーロッパの広域経済圏のあり方について議論を交わした。
世紀転換期以降にヴァルタースハウゼンは，ドイツの海外植民地獲得およびドイツ海軍
の増強を支持する経済学者のグループに接近した（18）。彼は 1900年にこのグループの経済
（13）　August Sartorius von Waltershausen, Der moderne Socialismus in dem Vereinigten Staaten von Amerika, Ber-
lin, 1890.
（14）　ヴァルタースハウゼンのシュトラスブール大学招聘の背景に関して，Lindenと Zierenは，1887
年帝国国会選挙のシュトラスブールの選挙区において，社会民主党やアルザス党など反体制側候補
が勝利したことを指摘する。アルザス =ロレーヌの「ゲルマン化」の失敗をベルリン当局に追及さ
れたシュトラスブール大学は，政府に批判的なブレンターノに代えて，政府にとっても許容可能な
人物を求めており，その結果白羽の矢を立てられたのがヴァルタースハウゼンであった。
（15）　August Sartorius von Waltershausen, Die Arbeits-Verfassung der englischen Kolonien in Nordamerika, Strass-
burg, 1894.
（16）　註 5参照。同書に続けて，ヴァルタースハウゼンはアメリカの通商状況を分析した，August Sar-
torius von Waltershausen, Die Handelsbilanz der Vereinigten Staaten von Amerika, Berlin, 1901を刊行した。
（17）　例えば，August Sartorius von Waltershausen, “Ein deutsch-niederländischer Zollverein”, Zeitschri für 
Socialwissenscha, 3. Jg., 1900 と，Ders., “Beiträge zur Beurteilung einer wirtschalichen Foederation von 
Mitteleuropa”, Zeitschri für Socialwissenscha, 5. Jg., 1902である。
（18）　このような経済学者としては，ドイツ海軍連盟を喧伝したハレ（Ernst von Halle）や東洋におけ
るドイツ植民地獲得を要求したゼーリング（Max Sering）などがいた。
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学者とともに，ドイツの海軍予算額を増強するようドイツ帝国議会に要請する請願書を提
出した。この動きは提督ティルピッツなどからも支持され，彼らは「戦艦教授」と批判さ
れることとなった。このような主張を展開し始めた時期に，次節で詳述するように，ヴァ
ルタースハウゼンはドイツが世界に進出し覇権的地位を確立していく上での潜在的な脅威
としてアメリカを捉える見方を率直に示すようになっていた。
3.　ヴァルタースハウゼンの構想
（1）　執筆の社会的政治的背景
ヴァルタースハウゼンの著書の刊行には，1890年代末に結成された経済団体「通商条
約準備本部（Centralstelle für Vorbereitung von Handelsverträgen）」が関わっていた。この団
体の設立の経緯はおよそ以下の通りである（19）。ビスマルク後のドイツでは，ヴィルヘルム
2世のいわゆる「新航路」政策の下で，首相カプリヴィがオーストリア =ハンガリー，イ
タリア，スイス，ベルギー，ルーマニア，ロシアなどとの通商条約を軸とする中欧通商条
約体制を 1891-94年にかけて成立させた。しかし，ドイツ国内のユンカーら農業利害によ
る農業関税引き上げ要求の高まりを背景として，1890年代後半には関税改革が政策討議
の俎上に載せられていた。1897年 1月にライヒ政府は正式に関税改革の意向を明らかにし，
10月には改革作業にあたる経済委員会を設置することとなった。農業評議会や農業者同
盟さらにドイツ工業家中央連盟は，関税引き上げを目指す政府の改革路線に賛同し，関税
に関する農工利害の調整を進めた。これに対して，「ドイツ化学工業利害擁護協会（Verein 
zur Wahrung der Interessen der chemischen Industrie Deutschlands）」などの完成品輸出工業は
同年 8月に「通商条約準備本部」を創設し，関税引き上げ路線に対抗しようとした。「通
商条約準備本部」は，関税や貿易政策に関する情報や統計資料を収集・分析し，政府に通
商政策を提言することを主な目的としており，その情報収集活動の一環として一連の叢書
「Schrien der Centralstelle für Vorbereitung von Handelsverträgen」を刊行した。そのシリーズ
の第二冊目こそ，ヴァルタースハウゼンの『ドイツとアメリカ合衆国の通商政策』であっ
た。この団体は 1900年末に，ドイツ銀行のゲオルグ・フォン・ジーメンス（Georg von 
Siemens）や AEGのラーテナウの主導によって金融業，輸出工業，海運業を結集して「通
商条約協会」を設立し，関税引き上げを批判するキャンペーンを展開した。次項では，こ
（19）　この経緯については，大津正道「通商条約協会とドイツ帝国主義」『西洋史研究』新輯第 7号，
1978年を参照した。
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のような反農業関税の陣営から刊行された同書において，ヴァルタースハウゼンがいかな
る通商政策を展開していたのかを検討したい。
（2）　『ドイツとアメリカ合衆国の通商政策』
この著書を執筆したヴァルタースハウゼンの意図は，同書の冒頭部分における次のよう
な文言の中に象徴的に示されているように思われる。「世界経済の内部でアメリカ人と競
争に入っているヨーロッパ諸国民は，自分たちの敵がいかなる性質を持っているのかを常
に肝に銘じなければならない（20）。」彼は，アメリカが世界市場におけるヨーロッパ諸国に
とっての脅威であるという見方を明瞭に示した。そして，同書はその脅威にいかに対処す
べきかを論じるものであった。以下，ヴァルタースハウゼンの著書の内容を要約しつつ検
討する。同書の該当頁数は，本文中において〔　〕で示す。
第一章「合衆国の経済領域において成長するヨーロッパの競争相手」では，アメリカの
社会と経済の状況を概観する。アメリカ人の気質はイギリス植民地時代にヨーロッパから
移ってきた人々によって基礎づけられている。初期の入植者は，故郷での生活よりも未開
の新天地に宗教的社会的な自由を求めた人々であり，極めて冒険心に富んでいた。今日の
アメリカ人の発明の才，企業家精神，粘り強さや躊躇のなさは，初期入植者に由来するの
である。〔1-4〕
アメリカの国土の広さや気候の多様性からは潜在的な経済力の大きさが浮かび上がる。
すなわち，国土はドイツ帝国の 14倍の広さの面積をもち約 25度の緯度にわたるため，温
帯から亜熱帯までの多様な農産物の栽培が可能となっている。このような生産の多様性の
ため，アメリカの経済領域は他国との貿易を遮断されても問題はないと思われるほどの自
給性を持つ。また，人口の密度は，ヨーロッパが 1890年に平方マイルあたり 90人である
のに対して，アメリカは 21人であり，アメリカ国民は相対的に広く土地を利用できる。
さらに，国勢調査などによると（21），アメリカの全農地のうち，すでに利用されているのは
約 57%に過ぎないことが明らかとなる。穀物生産に利用されている約 1億 3,800万エーカー
という農地面積は，それだけでドイツ帝国の国土に匹敵する広さである。そして，広大な
未使用の農場所有地もまた，アメリカの潜在的な農業生産力を示すものである。次に示す
（20）　Waltershausen, Deutschland und Handelspolitik, S.3.
（21）　ヴァルタースハウゼンが使用した統計調査は，Eleventh Census, 1890, Washington, 1892-1895と，
Mineral Resources of the United States 1887-1893, Washington, 1887-1893と，Statistical Abstract of the United 
States 1879, 1892, 1897, Washington, 1880, 1893, 1898であった。
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ように，1800年代後半におけるアメリカ経済の急成長は疑いようもない。まず穀物では
1885年以降の約 10年間で小麦輸出は約 1.7倍，トウモロコシ輸出は約 3.4倍増加した。同
じ時期に，綿花輸出は約 1.7倍，家畜の輸出も約 2.4倍増加した。対照的に，穀物輸入は
僅少であった。鉱物資源などの原料に関しても，同様の急成長を指摘することができる。
例えば，石炭の生産量は 1880年から 1890年に倍増し，銑鉄生産は約 2.4倍増加した。他方，
輸出に関しては，粗銅および銅製品の輸出は 10倍以上，鉛および鉛製品の輸出は 3倍以
上増加した。アメリカは外国への資源輸出の余地を十分に残しているものの，このような
自然資源の豊かさは，産業国家としてのアメリカの発展の土台をなしており，「大陸ヨー
ロッパ諸国に対する［アメリカの : 筆者補］経済的優位の決定的要因である」と言える。
〔4-8〕
アメリカの経済発展の要因を探る上で，人口も重要な検討対象である。アメリカの人口
は 1790年以降，1860年までは 10年ごとに 30%以上の割合で増加しており，1870年以降
は漸減しているものの 20%台の増加率を維持してきた。この人口は 1900年には 7,500万
人に達すると見通され，さらにその上，経済的に利用可能な国土の広さを考慮すると，こ
の増加率は今後 50年間継続するであろう。これに比べて，1890年のドイツ人口は 4,940
万人で，オーストリア =ハンガリーは 4,280万人であるものの，国土の面積が限られるため，
人口増加も限られたものとなるであろう。アメリカの巨大人口は「アメリカ工業のために
確保された大きな販路」を意味している。そして，この拡大し続ける巨大市場は「大経営
の拡大，分業の強化，資本の急速な転換，したがって，外国に対する競争力の強化をもた
らす」と予測される。また，1890年アメリカの人口分布に関しては，大西洋岸の東部諸
州が平方マイルあたり 107人という相対的に高い密度を示すものの，アメリカ全体の数値
は 21人と依然として低い。このことから，アメリカ南部や西部，太平洋岸の農業諸州に
おいては，産業発展の余地が大いに残されている，と言える。〔8-12〕
資源の豊かさや人口の大きさを背景として，アメリカ工業は 19世紀後半に急速に成長
した。特に注目すべきは，大企業化と労働者数および労働賃金の増加である。すなわち，
1880年以降は，一年あたりの資本増加率が 120%であるのに対して，企業数の増加率は
27%にとどまった。また，合衆国の労働者は年率 65%，労働賃金は年率 131%増加した。
各工業部門の資本は 1880年以降の 10年間で 2～3倍ほどの成長を遂げており，さらに，
鉄鋼や機械の各部門はヨーロッパ，アジアや南米に向けて輸出を増加させてきた。この急
成長の要因としては，国内交通網の発達がある。すなわち，大西洋から太平洋までのアメ
リカ国内市場が 1860年以降の鉄道や水運の整備によって一体性を増し，安価な運送料で
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の商品の遠距離輸送が可能となったのである。以上の検討から，アメリカ合衆国の経済的
優位の要因として，「原料の大生産国で輸出国であると同時に，工業国で製品輸出国である，
という北アメリカ国民経済の二重性」を指摘することができる。この点で，アメリカは「食
料と原料の輸入に依存せざる得ないヨーロッパ諸国を凌駕している」のである。〔12-19〕
第二章「アメリカの保護制度」では，アメリカ合衆国の保護関税の歴史を概観する。ア
メリカの関税制度は，財政収入の確保，農産物輸出の促進，工業の保護育成という 3つの
観点にもとづいて，各時期の連邦政府の財政状況や農業や工業の利害によって決められて
きた。つまり，関税制度は一貫性を欠いたまま複雑な経過をたどって発展してきたのであ
るが，その原因は民主党と共和党の間の政治闘争の中だけではなく，アメリカの政治制度
の中にもあった。すなわち，アメリカでは大統領と下院と上院の任期が異なっており，大
統領の所属政党と両議会の多数派政党が常に一致したわけではなかった。その場合，関税
制度は諸利害の譲歩や妥協によって決定された。〔20-23〕
アメリカは独立後の 1789年に連邦政府の財源として最初の関税を設定した。その関税
率は，19世紀末から 20世紀初めにかけて徐々に引き上げられた。他方，アメリカ工業は
1806年の大陸封鎖令や 1812年の米英戦争で貿易が停滞した時期に成長し始め，この幼弱
な産業を競争から守る目的から 1824年に工業育成の保護関税が設定された。この関税率
は 1828年に平均 48%にまで達した。この時に，「アメリカシステム」と呼ばれるアメリ
カ特有の保護関税体制の基礎が確立した。しかし他方で，アメリカ南部諸州では 1820年
代に綿花生産が急速に拡大しており，綿花生産者はヨーロッパへの輸出拡大を志向した。
すなわち，彼らは 1830年代に政権を奪取すると，連邦政府の財政収入の確保を目的とす
る以外の関税を削減した。1842-46年の一時期には保護関税側が政治的に盛り返したもの
の，1850年代後半までは平均 20%台の関税率を継続した。しかし，1850年代末に発生し
た不況を背景として，リンカーン大統領は 1861年に「モリル関税」を設定し，輸入品の
関税率を引き上げた。これは北部諸州の工業保護を目的としたものであり，アメリカの通
商政策を保護主義に転換させた画期となった。南北戦争の間，北部政府が戦費負担を賄う
ために関税率を引き上げた結果，それは 1864年に約 47%に達した。南北戦争における北
部の勝利は，通商政策においては保護関税側の勝利を意味した。戦後，アメリカの諸産業
が復興する中で，工業保護，国内諸税の負担軽減，さらに国債償却を遂行するために，関
税収入が重視された。そのため，高い関税率は 1864年以降も基本的に据え置かれた。
1870年代初めに西部諸州の穀物生産者が自由貿易を求めた時期があったものの，1873年
に発生した国際恐慌の中で財政収入の安定と国内工業の保護をはかる必要性が認識された
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ため，関税率はそれほど変動しなかった。この関税収入は国債の償還や兵士への補償や遺
族年金に使途されたが，それでも 1881年から 83年にかけて連邦政府の財政において著し
い金額の余剰が発生した。そこで，連邦の財政を均衡させるために関税全体の引き下げが
検討され始めた。〔23-30〕
アメリカの政治において関税率が主要な論点となったのは 1880年代半ばであった。民
主党のクリーヴランド大統領が関税引き下げを指示したことに，下院多数派の共和党が反
発したため，1887年からの大統領選挙において関税率が争点となったのである。選挙で
勝利した共和党ハリソン大統領の下で，マッキンリー法が 1890年に成立した。これは共
和党支持者への見返りのために計画され，工業製品や農産物まで幅広く「ヨーロッパ敵視
の」極めて高い関税を課すものであった。その結果は，商品価格の高騰と大衆生活の窮迫
であり，また輸入減少による関税収入不足と財政赤字であった。共和党は支持を失い，
1893年に政権が再びクリーヴランド大統領に移った。この政権は，工業保護の軽減と原
料の自由輸入を基調とするウィルソン =ゴルマン法を成立させた。しかし，原料中心の
免税品リストから鉄鉱石と石炭を除外したように関税率の見直しは不十分であり，1894
年と 95年に巨額の財政赤字が発生したため，民主党政権も支持を失った。そして，1897
年に共和党のマッキンリーが大統領に選出された。〔30-35〕
頻繁な政権交代にもかかわらず，アメリカは保護関税を堅持してきたと言える。ただし，
19世紀アメリカの貿易額の推移からは（22），「合衆国は 1860年以来，関税によって世界から
遮断されたように見えるが，実際には絶えず輸入を増加させていた」ことがわかる。この
事実は，「経済文化の進歩とともに，販売市場は制限されるのではなくむしろ広くなる，
ということを示している」のであり，ヨーロッパの対アメリカ輸出を悲観する必要はない
ことがわかる。〔35-38〕
第三章「ディングレー法」では，1897年 7月に成立した関税法の内容を検討する。ディ
ングレー法は工業，農業，鉱業の広範な産品の輸入に高い関税を課すものであり，その平
均関税率（54.5%）はマッキンリー法（48.66%）さえも上回った。同法第 4条と第 5条では，
条件付きでの関税引き下げを意味する互恵条項が規定されている。互恵条項はすでにマッ
キンリー法の第 3条に含まれていた。これは，アメリカ製品や農産物に対して高い関税を
課す国に対して，大統領がその国からの粗糖，糖蜜，コーヒー，茶などの輸入に相応の関
税を課すことができる，というものであった。中南米諸国は関税の引き下げに応じること
（22）　ヴァルタースハウゼンによると，アメリカの輸出額は 1860年に 3億 3,357万ドルであり，1890
年に 8億 5,782万ドルであったのに対して，輸入額は 1860年に 3億 5,369万ドルであり，1890年に
7億 8,931万ドルであった。
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で，この高率関税を回避した。互恵条項はウィルソン =ゴルマン法で撤廃されたものの，
ディングレー法で再び導入された。ディングレー法第 3条において，大統領はコーヒー，茶，
トンカ豆，ヴァニラ豆の輸入に相応の関税を課す権限と，アルコール製品，シャンペン，
ワイン，絵画や彫刻などの輸入への関税を引き下げる権限を与えられた。同第 4条では，
相手国からの同等の譲歩を得ることを条件として最大 20%まで関税を引き下げる権限が
大統領に与えられたが，その成立には上院と下院の承認が必要であった。さらに同法第
22条は，アメリカ海運業の保護を目的として，非アメリカ船舶による輸入品に 10%の割
増関税を課すことを規定していた。アメリカ造船業の衰退の原因が保護関税による造船用
の資材や機械の価格上昇にあるという見解はすでに普及しているが，造船資材の免税規定
などが導入されるだけで，抜本的な解決はなされていない。ディングレー法では，ドイツ，
ベルギー，オランダは免除協定によって 10%の割増関税を免れているが，イギリス，フ
ランス，日本はこの割り増し分を支払わねばならない。〔39-46〕
第四章「1828年のプロイセン・アメリカ通商条約」では，ドイツとアメリカの通商関
係を法的側面から検討する。ドイツ帝国とアメリカは 1897年時点で通商条約を結んでい
ない。1828年にプロイセン・アメリカ通商条約（以下 1828年条約）が締結されていると
はいえ（23），これがドイツとアメリカの通商条約として効力を持つのかが問題である。ドイ
ツ帝国憲法第 4条と第 35条は関税立法や通商立法がドイツ帝国の専権事項であることを
規定し，第 33条は帝国が共通の関税境界で囲まれた関税と通商領域を形成することを規
定する。これら条文にもとづくなら，プロイセンは関税や通商の権限を喪失したことにな
るので，1828年条約も失効していることになる。しかし，実際には，1828年条約第 5条
と第 9条の最恵国待遇が帝国成立後も効力を持つか否かは曖昧なまま，ドイツ政府はその
時々の情勢に応じて解釈を変えてきた（24）。ディングレー法が互恵条項を再び採用すること
が判明して以降，帝国議会において対アメリカ通商関係が審議されているが，帝国外務省
事務次官は，1828年条約の最恵国待遇が今なお有効であると述べている。ここで注意す
べきはアメリカ側の立場である。アメリカは，1884年にドイツの石油輸入の条件をロシ
アと対等にするよう要求した際には 1828年条約の最恵国待遇を論拠に用いた。しかし，
（23）　ヴァルタースハウゼンは他の事例として，1827年ハンザ諸都市とアメリカの通商条約と 1840年
ハノーファーとアメリカの通商条約を挙げている。後者はハノーファーが普墺戦争で政治的独立を
失ったことによって失効した。前者の効力についての彼の解釈はプロイセンの条約と同じである。
（24）　ヴァルタースハウゼンによると，ドイツは 1885年スペインとの通商条約や 1883年イタリアとス
ペインとの海運条約において，最恵国待遇をアメリカに適用していた。しかし，1890年のサラトガ
協定（食肉輸入禁止の解除）に付随する特別協定では，最恵国待遇ではなく，アメリカと互恵原則
にもとづいて砂糖関税の優遇を相互に供与した。
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ドイツが，1894年ウィルソン =ゴルマン法においてドイツ産砂糖が差別的に待遇されて
いると抗議した際には，1828年条約は無効であると応答し，不当に高い関税を課し続けた。
結論的には，「最恵国待遇は，ドイツ帝国に要求する際の根拠としてアメリカに利用され
てきた」と言えよう。少なくとも 1828年条約は無効であり，アメリカとの通商関係を刷
新せねばならないことは明らかである。〔47-55〕
第五章「汎アメリカ主義」では，アメリカの排外主義政策とその将来を展望する。1889
年に，「汎アメリカ会議」がワシントンで開催された。これはモンロー教書以来の外交路
線の中に位置づけられる出来事である。この会議を企画したのは，世界市場における優位
を確立しようとするアメリカの排外主義的な政治家と，共通の関税境界線を設定すること
によってヨーロッパの競争相手を排除し，アメリカ大陸市場を独占することを狙うアメリ
カ東部諸州の工業利害であった。しかし，「汎アメリカ会議」は多様な議題を用意してい
たものの（25），ほとんど成果を上げなかった。中南米諸国との通商強化に関しては，主目標
の関税同盟に近づくどころか，双方の利害が衝突しただけであった。というのも，中南米
産の小麦，砂糖，コーヒーや羊毛はアメリカと激しい競争関係にあったからである。ただ
し，アメリカ側は，会議参加者にアメリカ国内を周遊させることによって自国の経済力や
政治力を見せつけることには成功した。互恵条項によって関税引き下げを強いるマッキン
リー法が 1890年に成立したことも中南米諸国への威嚇として作用した。〔56-60〕
ドイツも中南米諸国の多様な事業に参加しているため，汎アメリカ主義の問題は看過で
きない。中南米貿易を拡大させる上で注目すべきは，中米の運河と西インド諸島の給炭港
の問題である。運河に関しては，ヨーロッパの国が建設し領有するならば，汎アメリカ主
義を抑制することができるであろう。給炭港に関しては，デンマークが自領の西インド諸
島の売却を模索しているため，ドイツはアメリカに先んじてこれを購入し，中南米貿易の
中継港を整備すべきである。〔60-62〕
汎アメリカ主義者はその後も活動を継続しており，とりわけ「国際アメリカ銀行」の取
り組みは注視すべきである。これはヨーロッパの銀行を排除してアメリカが中南米の金融
市場を独占しようとする計画であり，すでに中南米の各国首都に支店を置くことが予定さ
れている。また，1897年には中南米の経済関係者を招き，再び会議を開催した。中南米
の参加者はアメリカとの貿易や政策に対して強い不満を隠さなかったとはいえ，アメリカ
は将来的にも汎アメリカ主義を粘り強く追求するであろう。他方，これと類似する構想が，
（25）　ヴァルタースハウゼンによれば，同会議が用意していた議題は次の通りであった。国際仲裁裁判
所，南北大陸横断鉄道，海運協定，通貨協定，度量衡の統一，衛生協定，税関管理の均一化，国際
銀行設立，犯人引き渡し条約，通商政策連合など。
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近年イギリスにおいて論議され始めている。それは，イギリス本国と植民地の関係を特恵
関税の相互供与によって強化しようとするイギリス帝国特恵の構想である。イギリスが
1897年にドイツとベルギーとの最恵国待遇を含む通商条約を破棄したことは，その構想
への着手を意味するのである。仮にイギリス帝国特恵の構想が進展したならば，それを脅
威とみなし反発した中南米諸国が汎アメリカ主義の支持側へとまわる，ということが起こ
るかもしれない。〔62-68〕
第六章「防衛のための提案」では，ディングレー法に対してドイツが取るべき通商政策
の方針を検討する。1897年の貿易統計はまだ公表されていないが，ディングレー法によっ
てドイツの工業製品輸出は減少した，と推定される。ディングレー法にどのように対応す
べきかが問題であるが，ドイツが報復関税を思いとどまらねばならないことは，貿易品目
を検討するならば明らかである。アメリカからの輸入品は主に食料や原料であるが，綿花，
銅，石油などはドイツ工業にとって不可欠である。また，小麦など穀物の関税を引き上げ
ても，アメリカの生産者が別の販路を見出すのは容易である。ドイツの報復関税の対象品
目として見込みがあるのはタバコ，食肉，油脂に限られており，これだけでアメリカ経済
に打撃を与えることはできない。対照的に，ドイツ工業は関税戦争でアメリカ市場を失い，
漁夫の利を得た他国の工業がアメリカで販路を拡げるであろう。そして，アメリカはほと
んど損害を被らないであろう。〔68-76〕
ディングレー法に対して，ドイツでは目下，工業利害が冷静を保っているのと対照的に，
農業利害はアメリカ農産物の関税引き上げを主張している。ドイツ農業の代表者は，農業
関税引き上げによってもたらされる穀物価格騰貴の悪影響やドイツの工業商業海運の大損
害を全く理解できていない。ドイツ経済は大量の工業製品輸出と食料と原料の輸入によっ
て維持されているので，貿易を持続させることは不可欠である。とはいえ，1890年サラ
トガ協定の事例のように，ディングレー法の互恵条項に則って一時的な譲歩を引き出すだ
けでは根本的な解決にならない。〔76-79〕
この通商問題を打開するために，次の構想を提案する。
我々は，アメリカ人に対して同じか類似する利害を持つ諸国と連合せねばならない。
すなわち，それは我々と全く同じように孤立している状況では大西洋対岸の広大で多
面的な経済領域の優位に苦しまねばならない諸国である。それは大国でも小国でも，
西欧の全大陸諸国，第一にオーストリア =ハンガリー，フランス，ベルギー，次い
でスイス，オランダ，イタリア，スペイン，ポルトガル，デンマーク，スカンジナヴィ
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ア諸国，最後に，最も遠くにあるルーマニア，ブルガリア，セルビアである。
　アメリカに脅かされたヨーロッパ諸国は，以下のような方法でアメリカとの通商条約を
交渉する際に連合する。
…全ての国々が，基本的特質が同じ関税率条約を合衆国と締結し，さらに隣国にとっ
て同じかあるいは類似しており全ての国々を満足させる条約が完全に保障された場合
にのみ条約を批准するよう，相互に義務づけられる…
これによって，各国は，それぞれが孤立していた時よりも有利な通商条件を獲得するこ
とができる。また，アメリカがこの条約を拒否するならば，ヨーロッパ諸国は連携してア
メリカに対して輸入禁止的な関税を通告する。この関税戦争はドイツ一国だけの場合とは
全く異なり，アメリカの生産者への深刻な打撃となるであろう。通商条約の骨子は次の 4
点からなる。第一に，通商を安定させるために，協定期間を 10年間とする。第二に，ヨー
ロッパ側の関税率をドイツの現行税率とする。第三に，アメリカ側の関税率をウィルソン
=ゴルマン法の税率とする。第四に，無条件の最恵国待遇は撤廃する。通商条約で連合し
たヨーロッパ諸国間に限定して最恵国待遇を適用することで，この連合は将来的に西欧関
税同盟に発展する可能性がある。また，デンマークが同意するならば，同国の西インド諸
島をヨーロッパ諸国の共同貿易港として整備することも可能であろう。〔79-82〕
ドイツは工業国として発展したが，これまでのように孤立を維持したまま，さらに工業
発展を進めることは難しい。というのも，ドイツの輸出は外国の関税障壁に阻まれるであ
ろうし，ドイツにはイギリス帝国やアメリカのような植民地も国内市場もないからである。
むしろ，ドイツ経済の進歩の可能性は西欧関税同盟の中にこそある。将来的に世界経済に
おいて，イギリス帝国，汎アメリカ，ロシア，西欧連合という 4つの大経済領域が成立す
るであろう。そして，各経済領域は国内市場において農業と工業と商業の調和的成長に努
めるとともに，通商を通じて交流することになるであろう。〔82-84〕
（3）　まとめ
本節では，ヴァルタースハウゼンの著作をやや詳しく検討してきた。ここでは，この検
討内容を次の 2点に絞ってまとめておきたい。
第一に，世界経済におけるアメリカの位置について，ヴァルタースハウゼンはヨーロッ
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パ諸国に対するアメリカの優位に幾度も言及した。彼はその優位の在処を次の 2点に求め
ている。一つは，アメリカが一次産品の生産国としての側面と工業製品の輸出国としての
側面を併せ持つことである。ただし，彼は，アメリカが 19世紀後半にかけてヨーロッパ
からの輸入を相当に増加させてきたことから，アメリカ経済の発展がヨーロッパ工業に
とって有望な国内市場を創出してきたと指摘している点には留意したい。二つ目は，19
世紀後半におけるアメリカの保護主義的な貿易・外交政策である。彼は 1828年以来のド
イツとアメリカの通商関係を分析した上で，ディングレー法に象徴される高率保護関税体
制を批判し，汎アメリカ主義への警戒を訴えた。彼が同書においてヨーロッパ通商政策連
合の構想を描いてみせたのは，アメリカの保護主義的な通商政策を是正しようと意図した
からに他ならない。
第二に，ヨーロッパ通商政策連合の構想の骨子は次のようなものであった。この連合は
アメリカの保護関税に脅かされているという危機感を共有した上で築かれることになって
いた。連合の中核諸国はドイツ，オーストリア =ハンガリー，フランスとベルギーであり，
東欧諸国は最終段階で加盟するものと位置づけられていた。連合加盟国全てが同内容の通
商条約をアメリカと共同交渉することで，孤立していた場合よりも望ましい通商条件を得
られる，という主張が示すように，この連合は一義的にはアメリカとの通商交渉のための
手段として位置づけられていた。ヴァルタースハウゼンはその先の展望として，西欧関税
同盟を形成することや，西インド諸島に連合加盟諸国の共同貿易港を建設することに言及
した。
ヴァルタースハウゼンはアメリカをヨーロッパの脅威をみなして連合構想を提唱した。
ただし，彼が問題視したのは保護関税のみであり，アメリカの関税引き下げさえ実現すれ
ば，ヨーロッパ工業にとっての有望な輸出市場がアメリカに開かれることになっていた。
彼は，アメリカとヨーロッパ諸国が世界経済の中で相互の貿易を通じて共に発展可能であ
ると考えていたように思われる。彼の構想は 19世紀末以来のドイツ海外貿易を継続・拡
大させようとする通商政策路線の中に位置づけられるであろう。
4.　ヴォルフの構想
（1）　「国民経済と世界経済」
ヴォルフは 1862年に当時オーストリア =ハンガリーのブルノにおいてユダヤ家系に生
まれた。ウィーンの商業アカデミーで学んだ後に，アングロ・オーストリア銀行に就職し
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た。しかし，1884年には学術の世界に復帰し，チュービンゲン大学で学んだ。1885年に
チューリヒ大学で教授資格を取得し，1889年にはチューリヒ大学の正教授に就任した。
前述したように，このスイス時代にヴァルタースハウゼンと知り合うこととなった。ヴォ
ルフの専門は財政と金融であったが，ヴァルタースハウゼンとの交流を通じて世界経済へ
の関心が刺激されることとなった，とされる（26）。ヴォルフは 1897年に，当時ドイツのヴ
ロツワフに移り，ヴロツワフ大学の国家学教授に就任した。1899年にシュレジェン農業
会議所で行った講演をもとに編集した『ドイツ帝国と世界経済』が，1901年に出版された。
以下では，同書所収の論文「国民経済と世界経済」の内容を検討する（27）。
ヴォルフは同論文において，ドイツ経済とりわけドイツの将来的な工業輸出と食料原料
確保の見通しを明らかにしようとした。こうした主題は，食料と原料を自給できないドイ
ツが自国の人口と産業を養うためには，工業製品の輸出を拡大し，海外から食料と原料を
輸入し続けねばならない，という認識にもとづいていた。
ドイツの工業輸出に関して，ヴォルフは 3者の競争相手を取り上げた。第一に，イギリ
スとフランスについては，ドイツの工業力がすでに上回っていることから，ドイツの脅威
にはならないと結論づけた。第二に，東アジアとくに日本については，日本の工業化によっ
てヨーロッパの対日輸出は増加するので，脅威にはならない，と結論づけた。しかし，第
三に，アメリカに関して，ヴォルフは異なる見解を示した。すなわち，「農業国が工業化
すると輸出が減るのではなく増える，というのは決して確実ではない」と述べたように，
ヴォルフは食料と原料の生産・輸出国がヨーロッパ諸国に匹敵するほどの集約的な工業生
産を成し遂げた場合に，その国はドイツの脅威になりうる，と考えた。そして，「巨大経
営が生産費の節減や低下を可能にした」アメリカ合衆国がこの事例に該当する，と指摘し
た。また，ヴォルフはドイツの食料輸入に関して，世界各地において食料生産の余地は十
分にあるため，食料供給は逼迫しないと述べつつも，ドイツがイギリス，フランス，ロシ
アなど周辺国全てと交戦する場合には食料危機にさらされるという見解を示した。
以上の脅威を回避する方法として，当時，ブラジル南部に 2千万から 3千万人のドイツ
農業植民地を建設することが論じられていたが，ヴォルフはそれを批判し，「平和的に達
成されうる」方法を提案した。それこそ，「アメリカ合衆国に対抗して手を組む『ヨーロッ
パ合衆国』」であり，その第一歩こそが「中欧合衆国」であった。ヨーロッパ合衆国への
加盟国は，最初はドイツ，オーストリア =ハンガリー，スイスからなり，その次にオラ
（26）　藤瀬「ユリウス・ヴォルフ」，3頁。
（27）　Julius Wolf, ‘Volkswirtscha und Weltwirscha’, 1901.また，ヴォルフの議論の詳細については，藤瀬
「ユリウス・ヴォルフ」，5-7頁や，同「ドイツ中欧経済協会」，35-39頁も参照。
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ンダとバルカン諸国へ，最終的にイタリア，フランス，ベルギーへと段階的に拡大するこ
とが構想されていた。また，ヴォルフは関税同盟を「全くのユートピア」として退け，む
しろ諸国の経済的自主権を無条件かつ無制限に保証すると述べた。そして，この前提の下
で，ヨーロッパ諸国が経済政策において相互に接近することを主張した。その上でさらに，
「諸国の協調，経済的な協同，緩くとも経済的な “同盟”によって，各国が孤立していた時
とは違う条件を遠方の外国から獲得できる」と述べ，この経済的連携によって，諸国が孤
立していたときよりも良い通商条件をアメリカから獲得できる，と訴えた。また，ヴォル
フは「中欧は，全ての敵を競争で打倒しようとするアメリカから防衛するという点で共通
の経済的利害をもつ」と述べ，アメリカからの防衛を主目的とする構想が中欧諸国の利害
に適うものであることを強調した。
ヴォルフの構想は，ディングレー法の高率関税に衝撃を受けていたドイツ，オーストリ
ア =ハンガリー，フランス，イタリアなどヨーロッパ諸国で反響を得た。ヴォルフは
1901年以降，各国政財界の有力者の協力を得ながら団体の設立を準備し，1904年 1月に「中
欧経済協会」設立にこぎつけた（28）。活動を国際的に展開したこの団体において，中欧の経
済圏の形成が実際に協議されることとなるのである。
（2）　まとめ
第一に，世界経済におけるアメリカの位置について，ヴォルフもアメリカの経済的優位
を指摘した。ヴォルフはアメリカの優位を，一次産品の生産国としての側面と工業製品の
輸出国としての側面を併せ持つことおよび広大な国内市場を背景とする工業製品の競争力
の高さなどから説明した。もちろん，アメリカの保護主義的な通商政策も脅威として認識
されてはいた。しかし，ヴォルフが，工業成長を背景とするアメリカ経済の発展がヨーロッ
パ工業にとって有望な輸出市場を創出するとは限らない，と考えている点には注意したい。
すなわち，ヴォルフにとっては，アメリカの工業成長自体がすでにヨーロッパにとっての
危機を意味するのであった。
第二に，「中欧合衆国」構想の骨子は次のようなものであった。ヴォルフの場合も，ア
メリカに脅かされているという危機感の共有がヨーロッパ諸国の連携の土台であった。経
済圏の中核はドイツ，オーストリア =ハンガリー，スイスであり，次いで東欧諸国が加
入し，フランスやイタリアは最終段階で加盟するものと位置づけられていた。こうした連
（28）　中欧経済協会の設立過程については，拙稿「20世紀初頭ドイツにおける英独関係論の変容 : ユ
リウス・ヴォルフの通商政策思想を中心に」『歴史と文化』第 54号，2016年も参照されたい。
177世紀転換期における中欧経済圏構想の思想的背景
合の意味について，ヴォルフも，加盟国全てが同内容の通商条約をアメリカと共同交渉す
ることで，孤立していた場合よりも望ましい通商条件を得られる，という点に言及はして
いる。ただし，ヴォルフは，ヨーロッパ諸国の経済的接近によって広域経済圏を創出する
ことに主眼を置いていた，と言えよう。アメリカとの通商条約は重要であったものの，諸
国が経済政策上で歩み寄るための領域の一つに過ぎなかった。
5.　おわりに
これまでの検討内容を振り返り，ヴァルタースハウゼンとヴォルフの構想を比較検討す
ることで結論に代えたい。
第 2節では，ヴァルタースハウゼンの前半生の経歴を，アカデミズムとりわけアメリカ
研究との関連から検討した。ヴァルタースハウゼンの家系は代々学者などの知識人を輩出
しており，彼自身もまたゲッティンゲンのアカデミックな環境で育った。大学では経済学
研究の道に進み，チューリヒ大学時代には同僚としてヴォルフと知り合った。他方，1880
年からのアメリカ調査旅行は彼のアメリカ労働者研究を進展させただけにはとどまらな
かった。1890年代にアメリカが経済大国として台頭するとともに保護関税を推進すると，
彼はドイツの世界政策を推進する立場からアメリカを脅威として捉えるようになった。
第 3節では，ヴァルタースハウゼンの著作の執筆経緯およびその内容を検討した。ヴァ
ルタースハウゼンの著作は，ドイツの貿易拡大に即した関税政策を求める「通商条約準備
本部」から刊行されたものであった。彼は，アメリカの経済的優位にもとづいて展開され
たディングレー法などの保護関税体制をヨーロッパ諸国に対する脅威と捉え，関税率の是
正をアメリカに迫るためにヨーロッパ通商政策連合の構想を提唱した。他方，彼がアメリ
カの保護関税政策の転換の先に同国市場への輸出拡大を展望していたように，この構想は
ドイツの海外貿易を拡大させる路線として位置づけられる，と言える。
第 4節では，ヴォルフの著作の内容を簡単に検討した。ヴォルフもまた，アメリカに対
する危機感にもとづいて「ヨーロッパ合衆国」および「中欧合衆国」を提唱した。ただし，
彼はアメリカの保護関税だけでなく，アメリカが食料や原料を国内で自給しうるほどの生
産国でありながら，ヨーロッパ諸国の競争相手を市場競争力において凌駕する工業輸出国
になりうる点も脅威とみなしていた。そのため，彼はドイツの海外貿易の拡大には悲観的
な見方を示し，大陸ヨーロッパ諸国との経済的接近を志向することとなった。
全体をまとめると，次の 2点を指摘できよう。第一に，ヴォルフはヴァルタースハウゼ
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ンの主張に見られるような構想をふまえて中欧経済圏の構想を提唱した。両者はチューリ
ヒ大学時代に接点をもち，それ以降も学術的な交流を続ける間柄であった。また，両者の
構想において，ヨーロッパ諸国の経済連携はアメリカへの危機意識を土台として形成され
ることになっていた。この連携はドイツを中心に段階的に拡大し，ヨーロッパ諸国がアメ
リカとの共同交渉によって有利な通商条件を得ることになっていた。
第二に，ヴァルタースハウゼンの構想はドイツの世界貿易を拡大させるための方策で
あったのに対して，ヴォルフの構想はドイツの世界進出を悲観し，ヨーロッパ市場への回
帰をも視野に入れた方策であった。ヴァルタースハウゼンにとって，アメリカはディング
レー法さえ是正できたならば，ヨーロッパにとっての有望な輸出市場になりえたが，ヴォ
ルフにとって，アメリカは関税法の如何にかかわらず，高い市場競争力をもつ工業の発展
それ自体がヨーロッパにとっての脅威であった。ヴァルタースハウゼンが中米の貿易港建
設を主張しているのに対して，ヴォルフが南ブラジル農業植民地の建設を批判しているの
は，象徴的である。
最後に，一点だけ展望を述べたい。第 2節でも触れたように，ヴァルタースハウゼンと
ヴォルフは学術誌「Zeitschri für Socialwissenscha」においてヨーロッパの経済圏について
議論を交わした。当時ヴォルフは「中欧経済協会」の設立準備に取り掛かっていたが，中
欧経済圏の創出方法に関してヴァルタースハウゼンといかなる議論を行っていたのか，興
味深く思われる。ヴァルタースハウゼンとヴォルフの思想的な位置関係を検討することに
よって，中欧経済圏構想さらには「中欧経済協会」の思想的背景がより一層明確になるの
ではないかと思われる。
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